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１ 研究の背景（目的）・主題設定の理由等 

 東京都には都立特別支援学校が 57 校設置されて

おり、数多くの教員が所属しているため、管理職だ

けでは人材発掘・育成に困難があると考えられる。

そのため、教員同士の相互啓発が醸成され、互いに

高め合う環境を作ることが非常に重要である。 

東京都教育委員会では、社会状況の変化や学校が

解決すべき課題に対応する「学校運営力・組織貢献

力」が、今後、特に教員が身に付けることが必要な

力であるとしており、平成27年10月の「ＯＪＴガ

イドライン【第３版】」に、その内容と場面、方法が

記載されている。その具体例から、自分の特性を認

識し、立場や役割を理解して適切な目標や方策を設

定することを促したり、コミュニケーションの機会

を設けたりすることが必要なことだと考えられる。 

こうしたことから、本研究では、特別支援学校に

おいて、教員個々の「学校運営力・組織貢献力」を

向上させる組織体制の構築を事例研究によって明

らかにし、学校組織において具体的な人材育成の工

夫例の一つとなることを目的とする。 

 

２ 研究の方法 

 (1) 基礎研究 

自己申告は、教員一人一人が必ず取り組むもの

であり、適切な目標設定や具体的な方策の選定及

びコミュニケーションの機会となっている。学校

における目標管理制度の課題は、教員間での目標

の共有がないことや、自己申告が学校改善に活か

すことのできるツールであるという認識を共有す

ることが挙げられる。 

これらを踏まえて、本研究では、「目標管理を行

う自己申告において、管理職との共有のみならず、

事前に先輩教員などと相談・協議する作成過程を

構築することで、コミュニケーションが活発にな

り、自己認識が深まって、教員個々の『学校運営

力・組織貢献力』が向上する。」という仮説を立て、

これを明らかにするために実証研究を行うことと

した。 

 

 

 (2) 実証研究 

都立Ａ特別支援学校（教員数 47人）で組織され

ているＯＪＴチームの６人の教員を研究対象とす

る。各チームは、教諭、主任教諭、主幹教諭がメ

ンバーとなっている（表１）。 

自己申告面接の前に、ＯＪＴ対象者が各ＯＪＴ

担当者と当初申告の際に設定した目標や方策の達

成具合などを確認し、中間申告における目標の追

加や方策が適切なものかどうかなどの協議を行う。 

各教員の「学校運営力・組織貢献力」の向上を

捉えるために、平成29年７月の「東京都公立学校

の校長・副校長及び教員としての資質の向上に関

する指標」を基に作成した分析チャートを用いる。 

そして、インタビューを実施し、発言内容に関

してカート・フィッシャーの「ダイナミックスキ

ル理論」を参考に分析する（表２）。これは、能力

の成長プロセスを 13 のレベルと五つの階層で表

すものである。レベル０から５は、言語習得前の

子供たちが発揮する能力である。レベル６から 12

は、普段、発揮している能力であり、「言語によっ

て、一つの現象をどれだけ深く捉えられるのか」

の度合いが増していく過程だとしている。 
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表１ 研究対象者一覧 

ＯＪＴメンバー 

ＯＪＴチーム 
ＯＪＴ対象者 

ＯＪＴ担当者 

教科担当 分掌担当 

１ 

教員 Ａ教諭 Ｂ主幹教諭 Ｃ主任教諭 

教職歴 ７年目 １８年目 １３年目 

所属 中学部 高等部 高等部 

教科 保健体育 保健体育 社会 

分掌 生活指導部 生活指導部 生活指導部 

２ 

教員 Ｄ教諭 Ｅ主任教諭 Ｆ主幹教諭 

教職歴 ７年目 ４１年目 １５年目 

所属 高等部 高等部 高等部 

教科 理科 理科 数学 

分掌 教務部 生活指導部 教務部 
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３ 研究の結果 

教諭においては、「学校運営力・組織貢献力」の数

値が増加し（図１・図２）、その捉え方もインタビュ

ーの発言内容を見ると、「単一抽象レベル（９）」か

ら「抽象配置レベル（10）」の段階に上がっていると

考えられる。役割認識を高め、実際に主体的な行動

につなげていた。 

主幹教諭と主任教諭の「学校運営力・組織貢献力」

における数値の変容は見られなかったが、インタビ

ューの発言内容から、ＯＪＴメンバーとの協議を通

して、人材育成に関する課題への気付きを得たり、

役割認識が高まり、職務の課題を見いだす意識に変

化があったりすることが確認できた。 

 

４  研究の考察 

分析チャートから、教諭の「学校運営力・組織貢

献力」の向上は見られた。一方、主幹教諭や主任教

諭における向上は見られなかったが、どの教員もイ

ンタビュー内容から肯定的な変容を捉えることがで

きた。また、日常において改めて目標や方策につい

て協議する機会はなく、自己申告面接前にＯＪＴメ

ンバーと協議を設けることの有効性を感じていた。

教員間でコミュニケーションが活発に行われ、役割

認識や課題意識が高まっていることが発言からも捉

えられるので、本研究の仮説は実証できたと考える。 

したがって、本研究は「学校運営力・組織貢献力」

を向上させる組織体制として有益であり、人材育成

の工夫の一つとして活用できると考える。今後、多

くの特別支援学校において取り入れられれば、人材

育成の促進につながると考える。 

課題としては、「教諭に対して、その強みや課題に

気付かせ、それを生かしたり、克服したりするため

に、どのようにサポートするのか」が挙げられる。

その解決のために、主幹教諭や主任教諭が、コーチ

ングを学んだ上で運用・実践していくことが重要に

なると考える。 

 

５  今後の展望 

(1) 人材育成指標の活用方法 

分析チャートを各種研修と関連させれば、強み

を更に伸長させたり、課題に焦点化した取組が促

進され、自律的に学ぶ姿勢を実現したりできるも

のと考える。 

(2) 自己申告書の様式改善についての提案 

表面の「担当する職務の目標と成果」と裏面に

ある「能力開発」以降の欄を入れ替えるなどする

ことによって、先行研究で示された共通性と個別

性を担保できると考える。 

(3) 特別支援学校以外への波及 

本研究の対象校の所属教員は 47 人であり、決

して多すぎることはない。したがって、小学校や

中学校、高等学校でも自己申告面接前でのＯＪＴ

チームによる協議を行うことで、若手教員の職能

開発、主幹教諭や主任教諭の力量形成に資する体

制の構築につながると考える。 

図１ Ａ教諭の下位項目別チャート 

・学校からの情報発信や広報、
外部からの情報収集を適切
に行うことができる。 

・学習指導要領の趣旨を踏まえ、ねらいに迫るため
の指導計画の作成及び学習指導を行うことがで
きる。 

・児童・生徒の興味・関心を引き
出し、個に応じた指導ができ
る。 

・主体的な学習を促すことが
できる。 

・学習状況を適切に評価し、
授業を進めることができ
る。 

・授業を振り返り、改善できる。 

・他学年や他学級の生活指導上の問題について、共に
対応したり、効果的な指導方法について助言した
りできる。 

・児童・生徒の個性や能力の伸長及び社会性の
育成を通して自己実現を図る指導を行うこと
ができる。 

・保護者・地域・外部機関と協働
し、課題を解決することがで
きる。 

・上司や同僚とコミュニケーション
を図りながら、円滑に校務を遂行で
きる。 

・担当する校務分掌につい
ての企画・立案や改善策
を提案できる。 

※ 加藤洋平（2017）『成人発達理論による能力の成長』日本能率

協会マネジメントセンターp.155より抜粋 

表２ 13の能力レベルと５つの能力階層の対応関係 

カート・フィッシャーの段階モデル 

13の能力 ５つの能力階層 

単一原理レベル（12） 原理階層 

抽象システムレベル（11） 

抽象階層 抽象配置レベル（10） 

単一抽象レベル（９） 

表象システムレベル（８） 

表層階層 表象配置レベル（７） 

単一表象レベル（６） 

感覚運動システムレベル（５） 

感覚運動階層 感覚運動配置レベル（４） 

単一感覚運動レベル（３） 

反射システムレベル（２） 

反射階層 反射配置レベル（１） 

単一反射レベル（０） 
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図２ Ｄ教諭の力下位項目別チャート 

・学校からの情報発信や広
報、外部からの情報収集
を適切に行うことがで
きる。 

・学習指導要領の趣旨を踏まえ、ねらいに迫る
ための指導計画の作成及び学習指導を行うこ
とができる。 

・児童・生徒の興味・関心を引
き出し、個に応じた指導がで
きる。 

・主体的な学習を促すことが
できる。 

・学習状況を適切に評価し、
授業を進めることができ
る。 

・授業を振り返り、改善でき
る。 

・他学年や他学級の生活指導上の問題について、共に
対応したり、効果的な指導方法について助言した
りできる。 

・児童・生徒の個性や能力の伸長及び社会性の育成を通
して自己実現を図る指導を行うことができる。 

・保護者・地域・外部機関と協
働し、課題を解決することが
できる。 

・上司や同僚とコミュニケーション
を図りながら、円滑に校務を遂行
できる。 

・担当する校務分掌につ
いての企画・立案や改善
策を提案できる。 


